
（追加項目 別紙１／２）様式 再生原材料の使用状況及び副産物の発生、処理・処分状況

１ 建設業に係る事業者は、県の地域については６地域別に、神戸市、姫路市、尼崎市、西宮市については市の区域ごとに集計してください。
一般的注意事項 ２ 建設業以外の事業者は、事業場ごとに記入してください。

３ 自社内だけでなく、委託先等での処理、処分を含めて記入してください。

１ 事業場・工事地域属性＜共通＞

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ① 地区 事業場の場所→政令市以外の兵庫県内＝28、神戸市内＝69、姫路市内＝70、
地 業 管 事業場者 区 年度 業 種 地 工事 フレーム 産業廃棄物 産業廃棄物 ② 業態 記入不要 尼崎市内＝71、西宮市内＝99 を記入
区 態 轄 コード 分 (西暦) 域 区分 収集運搬費用 処分費用 ③ 管轄 表1-1に従い管轄行政区域を記入 ［封筒宛名の下の番号（４桁目）と同じ］

④ 事業場者 事業場者コードを確認の上記入［封筒宛名の下の番号（下６桁）を記入］
Ｊ 20 2001 ⑤ 区分 記入不要Ａ

⑥ 年度 対象データ年度を西暦で記入
封筒宛名の下の番号 1 2 3 （万円） （万円） ⑦ 業種 別表１に従い主たる産業分類を記入

に従い事業場の所在地域を記入別表５参照 表1-1 (下６桁)を記入 表1-2 ⑧ 地域 表1-2
（上２桁） 別表１(細分類)参照 ⑨ 工事区分 建設業に係る事業者のみ次に従い記入する。 土木工事→１

１桁目 （工事種類）→当該年度、地域における主たる工事種類が 建築工事→２
③ → Ｋ 神戸市 Ｈ 姫路市 Ａ 尼崎市 Ｎ 西宮市 １ 阪神南県民局 機械装置→３

２桁目 （建設物取壊しの有無）→ 当該年度、地域における工事について
表1-1 ２ 中播磨県民局 ３ 阪神北県民局 ４ 東播磨県民局 ５ 北播磨県民局 ６ 西播磨県民局 建設物の取壊しがあった→１

建設物の取壊しがなかった→２
７ 但馬県民局 ８ 丹波県民局 ９ 淡路県民局 ３桁目 （元請、下請区分）→元請工事のみを対象とするので必ず１と記入

⑩ フレーム 建設業→当該年度、地域における完成工事高を万円単位で右詰めで記入
建設業は ”Ｓ”を、建設業以外（製造業等）は上の ”Ｋ”から”９”を記入して下さい。 製造業→当該年度における製造品出荷額等を万円単位で右詰めで記入

電気業→当該年度における発電量を万ｋＷｈ単位で右詰めで記入
ガス業→当該年度における供給量を万 単位で右詰めで記入â

⑧ → ０１ 神戸市内 ０２ 尼崎市内 ０３ 阪神地域 ０４ 東播地域 ０５ 姫路市内 水道業→当該年度における供給量を万 単位で右詰めで記入â

表1-2 ０６ 西播地域 ０７ 但馬地域 ０８ 丹波地域 ０９ 淡路地域 １０ 西宮市内 ⑪産業廃棄物 参考データとして、概算値をお教えください。万円単位で右詰めで記入
収集運搬費

（地域と行政区域の対照は別表２を参照して下さい。） ⑫産業廃棄物 参考データとして、概算値をお教えください。万円単位で右詰めで記入
処分費

２ 再生原材料の使用状況＜条例項目：環境の保全と創造に関する条例対象事業者のみ記入が必要です＞

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑪ ⑫ 基 準 適 合 状 況 ①～⑧ １の事業者の属性
地 業 管 事業場者 区 年度 業 種 地 に同じ
区 態 轄 コード 分 (西暦) 域 連 再生 ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑨ 使用原材料名称 使用原材料の名称

使用原材料量 原材 基 再生 を記入
Ｊ 30 2001 使用原材料の名称 ⑩ （実績） 料使 準 原材 基準Ｌ 実績Ｌ ⑩ コード 別表３に従い当該Ａ

用率 適 料使 ㌧／年 ㌧／年 使用原材料の分類
番 コ ㌧／年 ％ 用 用率 コードを記入

区 ％ ⑪× ⑪× ⑪ 使用原材料量 当該使用原材料量

－

ド Ｇ 実績 分 ｘ (1-⑭ /100) (1-⑫ /100) （実績） をトン単位で右詰
めで記入

１ ⑫ 再生原材料使用 当該使用原材料に植 物 油
率 （実績） 占める再生原材料

２ 使用率を％単位で無機系原材料
右詰めで記入

３ ⑬ 基準適用区分 事業場・工事現場純 パ ル プ
の業種・使用原材

４ 料の種類に応じて食料（果汁）
告示別表第１に従

５ い基準適用の区分ガ ラ ス 材
を表２に従い記入

６ ⑭ 再生原材料使用 告示別表第１に規
率 （基準） 定する再生原材料

７ 使用率を％単位で
記入欄が不足する場 右詰めで記入
合は、複写して追加 ８
してください。

９
表２（基準適用区分）

10
１ 基準適用原材料

表２参照 ２ 基準非適用原材料
別表３参照

告示別表第１参照 小計(L1) ㌧／年

７１ ９８７６５４ １３１１０２ ４２００００ １０２９ ８４６７

７１ ９８７６５４ １３１１０２

０２２

０３３

０７１

１２２

０９１

８９５０

１０００

４４０００

２８０００

２７３０

０

０

４０

２０

０

１

１

１

１

１

０

０

０

７０

５０

８９５０ ８９５０

２７３０ ２７３０

３００ ３００

４４０００ ４４０００

１４０００ ２２４００

６９９８０ ７８３８０

年間廃棄物発生量10000ｔ未満の場合は、記入不要です。

（環境の保全と創造に関する条例非対象事業者）

年間廃棄物発生量10000ｔ未満の場合、

記入不要です。（環境の保全と創造に

関する条例非対象事業者）

記入見本



副産物（産業廃棄物）の数は５個まで記入できますが、記入欄が不足する場合は継続用紙を使用してください。
表3-6 (31 再利用用途区分）

３ 副産物（産業廃棄物）の発生、処理・処分状況

①～⑧ １の事業場者の地域属性に同じ 27 地域コード 中間処理を行う場所の地域コードを別表５に従い記入 １ 鉄鋼原(材)料 ６ 建設材料（骨材、路盤材及

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 10 分類番号 副産物の種類コードを別表4､別表4-2 に従い記入 28 処分再利用区分 処分（再利用）の状況について表3-5 に従い記入 ２ 非鉄金属、貴金属原 び土地造成材等）又はその

地 業 管 事業場者 区 年度 業 種 地 14 有無 事業場内等の中間処理の有無を表3-1 に従い記入 30 地域コード 処分再利用先の地域コードを別表５に従い記入 (材)料 原(材)料

区 態 轄 コード 分 (西暦) 域 16 17 18 処理方法 中間処理の方法を過程順に表3-2 に従い３種を記入 31 再利用用途区分 28 がＶ、Ｗ、Ｘ、Ｙの場合に限り、表3-6に従い記入 ３ 燃料又はその原(材)料 ７ ﾊﾟﾙﾌﾟ･紙又はその原(材)料

19 搬出区分 事業場外等への搬出状況を表3-3 に従い記入 32 基準適用区分 事業場・工事現場の業種・発生副産物の種類に応じて ４ 肥料・土壌改良材又はそ ８ ガラス原(材)料

Ｊ 40 2001 21 有無主体 事業場外等での中間処理状況を表3-4 に従い記入 告示別表第２に従い基準適用の区分を表3-7 に従い記入 の原(材)料 ９ プラスチック原(材)料Ａ

23 24 25 処理方法 中間処理の方法を過程順に表3-2 に従い３種を記入 33 34 基準 告示別表第２の値を記入 ５ 飼料又はその原(材)料 10 セメント原(材)料

11 その他

１ 副 産 物 の 発 生 お よ び 自 社 処 理 の 状 況 ２ 委託または ３ 委 託 先 中 間 処 理 の 状 況 ４ 最終処分・再（生）利用の状況 ５ 条例項目基準適合状況 ※（注１）

連 最終処分・

副 産 物 の 種 類 副 産 物 の 発 生 状 況 中 間 処 理 の 状 況 19 再利用先へ 中 間 処 理 の 状 況 中 間 処 理 者 28 最終処分・再（生）利用先 31 32 基準 ％ 35 36

の搬出状況 処 再 基

9 10 発生量の抑制の状況 13 14 15 処 理 方 法 搬 21 22 処 理 方 法 26 ※（注２） 27 分 29 ※（注２） 30 利 準 33 34 基準Ｌ 実績Ｌ

出 20 地 再 地 用 適 中間 有効 ㌧／年 ㌧／年

副産物の名称 分類 11 12 発生量㌧／年 有 中間処理後量 16 17 18 区 有 中間処理後量 23 24 25 名称・所在地 域 利 名称・所在地 域 用 用 処理 利用 13× 28=P,Q,R,S,T

番 番号 無 ㌧／年 分 搬出者の名称 無 ㌧／年 上段：名称 コ 用 上段：名称 コ 途 区 減量 率 ( 1 - 33/100 ,U,Zの場合に

削減量㌧／年 講じた １ ２ ３ 主 １ ２ ３ 中段：所在地 区 中段：所在地 区 分 化率 - 34/100 ) 記入（22と同

－ －

措置 Ｈ 次 次 次 体 次 次 次 下段：許可番号 ド 分 下段：許可番号 ド 分 ｙ ｒ じ値を記入）

燃 え 殻 Ｂ Ａ Ｌ Ｓ 2804 １１

有 機 汚 泥 Ａ ２ ３ Ａ Ｌ Ｐ 7005 １２

一 般 廃 油 Ｂ Ａ Ｊ ４ ９ 6901 Ｙ 9910 ３ １３

廃 酸 Ａ ８ ２ ３ Ａ Ｌ Ｐ 7005 １４

廃 ア ル カ リ Ａ ８ ２ ３ Ａ Ｌ Ｐ 7005 １５

14＝Ｂのときは、 21＝Ｌのときは、

15＝13 22＝15 別表５参照 表3-6

別表4､別表4-2参照 表3-1 表3-2 表3-3 表3-4 表3-2 別表５参照 表3-5 表3-7 小計(L2)

告示別表第２

表3-1 （14 有無） 表3-2 （16 17 18 23 24 25 処理方法）14＝Ａのとき、21＝Ｉ、Ｊ、Ｋのとき記入 表3-5 （28 処分再利用区分）

合計(L1)+(L2)

Ａ 事業場(工事現場)内中間処理有り ０ 溶 融 ２ 脱 水 ４ 油水分離 ６ 圧 縮 ８ 中 和 Ｐ 公共関与(ﾌｪﾆｯｸｽ､ｸﾘｴｲﾄ等)の Ｖ 自社での再(生)利用

Ｂ 事業場(工事現場)内中間処理無し １ 焼 却 ３ 乾 燥 ５ 破 砕 ７ ｺﾝｸﾘｰﾄ固型化 ９ その他 埋立 埋立処分地 再 Ｗ 売却（19＝Ｃの場合） 前頁(L1)及び本頁(L2)の ㌧／年 ㌧／年

Ｑ 自社の埋立処分地 Ｘ 無償供与（19＝Ｂであって 基準及び実績をそれぞれたしあわせる

表3-3 （19 搬出区分） 表3-4 （21 有無主体） 処分 Ｒ 自治体の埋立処分地 利 相手先が再(生)利用） 基準適合状況

Ｓ 処理業者の埋立処分地 Ｙ 有料（19＝Ａであって 表3-7（基準適用区分）

Ａ 搬出にあたって料金を支払った。（有料） Ｉ 自社の中間処理施設（事業場外） 用 処理業者等が再(生)利用） 適 不適

Ｂ 搬出にあたって料金は不要であった。（無料） Ｊ 処理業者の中間処理施設 海投 Ｔ 処理業者に委託し海洋投入 １ 基準適用副産物

Ｃ 搬出にあたって利益があった。（売却） Ｋ 自治体の中間処理施設 ２ 基準非適用副産物 合計(L1)+(L2)の値で、実績の

Ｄ 自社で再利用、保管又は処分したため搬出はなかった。 Ｌ 委託先での中間処理は無し 保管 Ｕ 保管（次年度へ繰越等） 他 Ｚ その他（Ｐ～Ｙに該当しない場合） 値が基準の値より小の場合は適その

に、大の場合は不適に○をつける。

※（注１）環境の保全と創造に関する条例対象事業場のみ記入

※（注２）許可番号は右詰めで記入

７１ ９８７６５４ １３１１０２

０１０

０２２

０３１

０４０

０５０

０

０

０

０

０

２２３

６７２０

１２

９０２９６

２７９０

２２３

９０

１２

９００

２１

○○サービス

××クリエート

××クリエート

××クリエート

（有）○○サービス

２２３

９０

１２

９００

２１

神戸市○○区××1 5-

（有）○○サービス

○○土地建設工業

加古郡××町4 1-

××クリエート

姫路市○○町××2 4-

○○製鉄（株）

西宮市○○町××2 5-

××クリエート

姫路市○○町××2 4-

××クリエート

姫路市○○町××2 4-

６９２０９８７６５４

２８３４２９２９２９

０

１５

０

９５

９５

０

０

６５

０

０

２２３

５７１２

４

４５１５

１４０

８８２１４

１５８１９４

２２３

９０

９００

２１

１３１４

７９９９４

年間廃棄物発生量10000ｔ未満の場合、記入不要

（環境の保全と創造に関する条例非対象事業場）



３ 副産物（産業廃棄物）の発生、処理・処分状況（継続用紙）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 副産物（産業廃棄物）の数は10個まで記入できますが、記入欄が不足する場合は複写して追加してください。
地 業 管 事業場者 区 年度 業 種 地
区 態 轄 コード 分 (西暦) 域 枚目

Ｊ 40 2001Ａ

１ 副 産 物 の 発 生 お よ び 自 社 処 理 の 状 況 ２ 委託または ３ 委 託 先 中 間 処 理 の 状 況 ４ 最終処分・再（生）利用の状況 ５ 条例項目基準適合状況 ※（注１）

連 最終処分・

副 産 物 の 種 類 副 産 物 の 発 生 状 況 中 間 処 理 の 状 況 19 再利用先へ 中 間 処 理 の 状 況 中 間 処 理 者 28 最終処分・再（生）利用先 31 32 基準 ％ 35 36

の搬出状況 処 再 基

9 10 発生量の抑制の状況 13 14 15 処 理 方 法 搬 21 22 処 理 方 法 26 ※（注２） 27 分 29 ※（注２） 30 利 準 33 34 基準Ｌ 実績Ｌ

出 20 地 再 地 用 適 中間 有効 ㌧／年 ㌧／年

副産物の名称 分類 11 12 発生量㌧／年 有 中間処理後量 16 17 18 区 有 中間処理後量 23 24 25 名称・所在地 域 利 名称・所在地 域 用 用 処理 利用 13× 28=P,Q,R,S,T

番 番号 無 ㌧／年 分 搬出者の名称 無 ㌧／年 上段：名称 コ 用 上段：名称 コ 途 区 減量 率 ( 1 - 33/100 ,U,Zの場合に

削減量㌧／年 講じた １ ２ ３ 主 １ ２ ３ 中段：所在地 区 中段：所在地 区 分 化率 - 34/100 ) 記入（22と同

－ －
措置 Ｈ 次 次 次 体 次 次 次 下段：許可番号 ド 分 下段：許可番号 ド 分 ｙ ｒ じ値を記入）

６ 廃プラスチック類 Ｂ Ａ Ｊ ５ ９ 2803 Ｙ 7102 ９ １

７ 動植物性残渣 Ａ ２ Ａ Ｊ １ 6901 Ｓ 6901 １

８ 金 属 く ず Ｂ Ｃ Ｌ Ｗ 2806 １ １

９ ガ ラ ス く ず Ｂ Ａ Ｊ ５ 7005 Ｙ 7005 ８ １

10 ば い じ ん Ｂ Ａ Ｊ ７ 2804 Ｙ 7005 ６ １

７１ ９８７６５４ １３１１０２

２

０６１

１００

１２０

１３０

１８０

０

０

０

０

０

３６

７７５３７

７０

１６１

５４０

３６

７５０

７０

１６１

５４０

△△サービス

（有）△△興業

××金属（株）

△△カレット（株）

○○サービス（株）

１２

８０

７０

１６１

４８０

××プラスチック工業（株）

伊丹市○○町2 6-

（有）△△興業

神戸市××区○○1 1-

△△カレット（株）

姫路市○○町1 5-

（有）○○コンクリート

加古川市○○町3 2-

６９４０２９３８２９

○○化学工業（株）

尼崎市××町4 1-

○×金属 （株）

龍野市○○町2 2-

△△ガラス（株）

姫路市△△町7 37-

××コンクリート（株）

姫路市○○5 10-

２８２４５９２９１９

７０２０６９６９６９

６９４０５９２９５９

２８２３４９４９４９

神戸市○○区△△3 5-

○○土地開発（株）
０

０

０

０

９５

０

３５

９５

９５

０ ２

７７５３７

４６

８

２７

８０

年間廃棄物発生量10000ｔ未満の場合、記入不要

（環境の保全と創造に関する条例非対象事業場）




